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令和6年能登半島地震及び奥能登豪雨により，能登地域では大量の土砂が発生し，土砂処理場

の不足が課題となっていることから，発生土砂の有効活用が求められている．本稿では，能登

復興事務所が実施する砂防事業を対象として，発生土砂の砂防ソイルセメント材料としての適

用性を検討した．3水系4地区で採取した土砂について土質試験を実施した結果，塚田川土砂は

活用可能である一方，市ノ瀬町地区，鈴屋川地区及び牛尾川地区の土砂は単独での活用が困難

であることを確認した．そこで，牛尾川土砂と塚田川土砂の混合土による配合試験を実施した

結果，単独では活用が困難な土砂についても，混合利用により活用できる可能性が示された． 
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1．  はじめに 

2024年1月1日に発生した能登半島地震では，石川県能

登地方を中心に大規模な斜面崩壊や地すべり，河道閉塞

等が多数発生し，河川・道路・砂防施設などの社会基盤

施設に甚大な被害をもたらした．特に奥能登地域では，

山地斜面から流出した大量の土砂が河道内に堆積し，二

次災害の危険性が高まったことから，石川県知事からの

要望等を踏まえ，国土交通省が直轄砂防事業等を実施し

ることとなった． 
さらに同年9月には，奥能登地域において記録的な豪

雨が発生し，輪島市や珠洲市を中心に河川氾濫，土石流

および斜面崩壊が多発するなど，復旧途上にあった地域

は再び大きな被害を受けた．このため，河道内に堆積し

た土砂の除去や応急砂防施設の整備など，暫定的な安全

性を確保するために対策を早急に実施した後，砂防堰堤

などの恒久対策の整備を進めている． 
一方で，これらの復旧対策では大量の土砂が生じるこ

とから，処分地の確保や運搬コストの増大が課題となる．

そのため，発生土砂を有効活用できる技術の導入が求め

られた． 
本稿では，能登復興事務所が実施する砂防事業におい

て，能登半島地震および奥能登豪雨に伴う復旧事業で発

生した土砂に着目し，砂防ソイルセメント材料としての

適用性を確認することを目的として実施した土質試験お

よび配合試験結果，単独では活用が困難な牛尾川土砂に

ついて，塚田川土砂との混合による有効活用の可能性に

ついて検討した結果を報告する． 

2．  砂防事業における発生土砂の状況 

(1)   砂防事業の概要 
 能登復興事務所では，2024年1月に発生した令和6年能

登半島地震及び同年9月の奥能登豪雨により被災した地

域において，石川県知事からの要請等を踏まえ直轄砂防

事業を実施している．対象地区は，河原田川水系紅葉川

（市ノ瀬町地区），河原田川水系河原田川（熊野町地

区），町野川水系鈴屋川，牛尾川，寺地川，塚田川水系

塚田川の3水系6地区である（図－1）． 
 各地区では，地震及び豪雨により大規模な斜面崩壊や

土石流が発生し，多量の土砂が渓流や谷底へ流出・堆積

した．また，各地区に残存する不安定土砂の量は膨大で

あり，全ての土砂を除去することは現実的ではないこと

から，砂防堰堤や渓流保全工等による土砂処理方針の下

砂防施設の設計・施工を進めている． 

 
図-１ 砂防事業の位置 



 

 

(2)   発生土砂の状況及び課題 
 能登半島地震及び奥能登豪雨により，各地区において

斜面崩壊や土石流が発生し，大量の土砂が河道内に堆積

した．また，復旧事業に伴う河道掘削や不安定土砂の除

去により，多量の土砂が生じている． 
能登半島では現在，国土交通省が実施する砂防事業

に加え，権限代行による道路事業，河川事業及び地すべ

り事業が進められているほか，石川県及び市町村におい

ても多数の復旧・復興事業が同時並行で実施されている．

このため，各事業から発生する土砂の受入需要が高まっ

ており，土砂処理場の確保が課題となっている． 

また，今後予定されている砂防堰堤や流路工等の整

備に伴い，更なる発生土砂が見込まれていることから，

発生土砂を処分するだけでなく，資源として有効活用す

ることが求められている． 

このような背景から，発生土砂の有効活用方策の一

つとして砂防ソイルセメントに着目し，その適用性につ

いて検討を行った． 

 
 

3．  砂防ソイルセメントの適用性検討 

(1)  砂防ソイルセメントの概要 

 砂防ソイルセメントは，現地で発生した土砂にセメン

ト及び水を混合して製造する建設材料であり，砂防事業

において砂防堰堤等の構造物に利用されている． 

 通常，砂防堰堤などの砂防施設を施工する際には，生

コンクリートを場外から搬入する必要がある．一方，砂

防ソイルセメントは現地で発生した土砂を材料として利

用する工法であり，発生土砂の有効活用が可能となる．

また，発生土砂の搬出量や新たに搬入する建設資材の量

を低減できることから，運搬に伴うコストの縮減や環境

負荷の低減が期待できる． 

 ただし，発生土砂の性状によって品質や強度特性が異

なるため，適用にあたっては事前に土質試験や配合試験

を実施し，必要な性能を満足することを確認する必要が

ある． 

そのため，今後整備される砂防施設への活用可能性を

検討するため，各渓流より発生土砂を採取し，土質試験

を実施した．また，その結果を踏まえて配合試験を実施

した． 
なお，本検討における適用性検討は，「砂防ソイルセ

メント施工便覧（平成28年版）」に示される検討フロー

を参考に実施した（図－2）． 

 

 

 

 
図-２ 砂防ソイルセメントの適用性検討フロー 

 

(2)  試料の採取 

 試験に使用する試料は，対象とした3水系6地区のうち，

河原田川水系紅葉川（市ノ瀬町地区），町野川水系牛尾

川，鈴屋川及び塚田川水系塚田川の4地区において採取

した．採取した試料は，地震及び豪雨により渓流内に堆

積した土砂である．各地区における土砂採取状況を写真

－1に示す． 

 

 

 

写真-１ 各地区における土砂採取状況 

 



 

 

表-１ 転圧タイプ（＝INSEM）で実施されている 

一般的な材料試験項目のデータ 

 

 

表-２ 土質試験結果 

 

 

写真-２ スレーキングを生じた礫（牛尾川） 

 

(3) 土質試験の内容及び結果 

a) 試験内容 

発生土砂の基本的な土質特性を把握し，砂防ソイルセ

メント材料としての適用性を確認するため，採取した試

料について土質試験を実施した．土質試験は，砂防ソイ

ルセメント施工便覧（平成28年版）に準じて，粒度試験，

締固め試験，含水比試験，有機不純物試験を実施した． 

 

b) 評価基準 

粒度特性，細粒分含有率及び締固め特性等を踏まえて

砂防ソイルセメント材料としての適用性を評価する．一

般的に，細粒分（シルト・粘土）が含まれず，吸水率・

含水比が低く，締固め試験の最大乾燥密度が高く，最適

含水比が低いといった物理的性状を有する土砂がソイル

セメントの母材としての適用性が高い．また，材料試験

は，砂防ソイルセメント施工便覧（平成28年版）の表-1．
6転圧タイプ（＝INSEM）で実施されている一般的な材料

試験項目データを参考とする．なお，表-1に示す基準値

は，単位セメント量200kg/m³以下で適用可能な土砂の平

均的な試験結果を参考に設定したものであり，適用性を

判断する際の目安である． 

 

c) 試験結果及び評価 

表-2に試験結果を示す．試験の結果，各地区で土質特

性に違いが確認された．塚田川土砂については粒度組成

や含水特性が安定しており，一般的な砂質土に相当する

値が確認されたことから，砂防ソイルセメント材料とし

て活用可能であると判断した． 

一方，市ノ瀬町地区，鈴屋川地区及び牛尾川地区の土

砂については自然含水比および最適含水比が高く,最大

乾燥密度も低いことから,粘性土相当の材料特性を示す

結果となった．また，鈴屋川土砂及び牛尾川土砂は礫分

が50％以上を占めているものの，指圧やハンマーによっ

て容易に崩れるスレーキングを起こしやすい特徴を有し

ている（写真-2）．このような礫は，吸水に伴って膨張

しやすくセメントの固化作用が十分に発現しにくい傾 

向から，単独での砂防ソイルセメント材料としての活用

は困難であると判断した． 

そこで，単独では活用が困難な土砂のうち，牛尾川土

砂について，塚田川土砂と混合させることで活用範囲を

拡大できないか検討することとした． 

 

 

4．  混合土による配合試験 

(1)  配合試験の内容 

土質試験結果を踏まえ，塚田川土砂と牛尾川土砂の混

合土を対象として配合試験を実施した．配合試験は，砂

防ソイルセメント施工便覧（平成28年版）に準じて実施

し，混合割合及びセメント添加量を変化させた供試体を

作製した．供試体は所定期間養生した後，圧縮強度試験

を実施した（写真-3）．砂防ソイルセメント材料として

の適用性を評価した． 

単位セメント量は，材料特性を考慮し，200kg/m³，
250kg/m³の2ケースを設定した．また，牛尾川土砂と塚

田川土砂の混合割合についても2ケースを設定した．試

験含水比は配合試験の当日の練り混ぜ状況により，3ケ
ースで設定した．配合試験ケースを表-3に示す． 

 

表-3 配合試験ケース一覧表

 



 

 

写真-3 配合試験の状況 

 

表-４ 配合試験結果（材齢28日） 

 

(2)  配合試験結果と考察 
配合試験結果を表-4に示す．試験の結果，混合割合の

違いが強度発現性及び単位体積重量の双方に大きく影響

することが確認された．ケース1及びケース2の配合では，

牛尾川土砂の特性が強く反映され，含水比が高い条件下

で泥化が生じやすい傾向が確認された．その結果，圧縮

強度のばらつきが大きく，安定した強度発現が得られに

くい結果となった．一方，ケース3及び4の配合では，良

質土である塚田川土砂の影響により泥化が抑制され，安

定した強度発現が確認された．また，強度発現率につい

ても良好な結果が得られており，砂防ソイルセメント材

料として必要な品質を確保できる可能性が高いことが確

認された． 
単位体積重量についても混合割合の影響は顕著であり，

塚田川土砂の混合割合が高いケースほど単位体積重量が

増加する傾向が確認された．これは，最大乾燥密度の高

い塚田川土砂が混合されることで，締固め後の密実性が

向上したためと考えられる．また，密実性の向上は強度

発現にも寄与しているものと推察される． 

これらの結果から，牛尾川土砂は単独では砂防ソイル

セメント材料としての適用が困難であるものの，塚田川

土砂との混合によって力学的性能及び重量特性が大きく

改善されることが確認された．特に，塚田川土砂を一定

割合以上混合することで安定した強度発現が得られるこ

とから，牛尾川土砂についても砂防ソイルセメント材料

として有効活用できる可能性が示された． 

 

 

5．  おわりに 

(1)  まとめ 

本検討では，能登半島地震及び奥能登豪雨により発生

した河道内堆積土砂を対象として，砂防ソイルセメント

材料としての適用性について検討を行った．その結果，

対象とした4地区のうち，塚田川土砂については粒度組

成や含水特性が安定しており，砂防ソイルセメント材料

として活用可能であることを確認した．一方，市ノ瀬町

地区，鈴屋川地区及び牛尾川地区の土砂については，自

然含水比及び最適含水比が高く，最大乾燥密度も低いこ

とから，単独での活用は困難であることを確認した． 

しかしながら，牛尾川土砂については塚田川土砂との

混合により強度特性及び重量特性が改善され，砂防ソイ

ルセメント材料として活用できる可能性が示された． 

このことから，発生土砂の性状に応じて適切な混合利

用を行うことで，単独では活用が困難な土砂についても

活用範囲を拡大できる可能性があると考えられる．ただ

し，その際は混合する土砂の運搬距離や賦存量を考慮し

適切に判断する必要がある．  

 

(2)  今後の施工に向けた検討状況 

砂防ソイルセメント材料として活用可能であると判断

した塚田川土砂については，今後施工を予定している塚

田川地区の砂防堰堤及び塚田川地区に近接する市ノ瀬町

地区での活用を予定している． 

また，今後は砂防堰堤本体に求められる配合強度を満

足しなかった土砂についても，工事用道路の盛土や施工

ヤードの造成材などへの活用方法の検討を進めていく予

定である． 

発生土砂のさらなる有効活用を図ることで，課題とな

っている土砂処理場の確保や土砂搬出量の低減に寄与す

るとともに，効率的な復旧・復興事業の推進につなげて

いきたい． 
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